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命 令 書 

 

 

申 立 人    

        岡山地域労働組合 

        代表者 執行委員長  Ｘ１ 

 

 被申立人    

        フルハーフ岡山株式会社 

        代表者 取締役社長  Ｙ１ 

 

 上記当事者間の岡委平成２２年（不）第３号不当労働行為救済申立事件について、

当委員会は、平成２３年８月８日第１３７２回公益委員会議において、会長公益委

員上村明廣、公益委員香山忠志、同竹内真理、同山田加寿子、同宮本由美子出席し、

合議の上、次のとおり命令する。 

 

 

主  文 

 

１ 被申立人フルハーフ岡山株式会社は、申立人岡山地域労働組合が申し入れた

次の団体交渉に誠実に応じなければならない。 

(1) 平成２１年９月２５日及び同年１１月２５日に申し入れた組合員Ｘ２の職

場復帰に係る団体交渉 

(2) 平成２２年３月１日及び同年６月２日に申し入れた組合員Ｘ２の解雇撤回

に係る団体交渉 

 

２ 被申立人フルハーフ岡山株式会社は、申立人岡山地域労働組合に対し、下記

の文書を速やかに手交しなければならない。 

 

記 

 

                          年 月 日 
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岡山地域労働組合 

  執行委員長  Ｘ１ 殿 

                 フルハーフ岡山株式会社 

                  取締役社長  Ｙ１ 

 

 当社が、貴組合から平成２１年９月２５日、同年１１月２５日、平成

２２年３月１日及び同年６月２日に申入れのあった団体交渉に応じなか

ったことは、岡山県労働委員会において労働組合法第７条第２号に該当

する不当労働行為であると認定されました。 

 今後このような行為を繰り返さないようにいたします。  

（注：年月日は文書を手交した日を記載すること。） 

 

 

理  由 

 

第１ 事案の概要及び請求する救済内容の要旨 

１ 事案の概要 

  本件は、岡山地域労働組合（以下「組合」）が、フルハーフ岡山株式会社

（以下「会社」）に対し、組合に加入するＸ２（以下「Ｘ２」）に関して申し

入れた次の団体交渉への会社の対応が労働組合法第７条第２号に該当する不当

労働行為であるとして、平成２２年６月２３日（以下「平成」の元号は省略）

に救済を申し立てた事件である。 

(1) 休職中であったＸ２の職場復帰等を申入事項とした２１年９月２５日付け

及び同年１１月２５日付けの団体交渉申入れ（以下、２度の申入れを合わせ

て「職場復帰団交申入れ」）について、会社は産業医からＸ２の主治医への

意見収集及び会社指定の医療機関の診断結果を踏まえて対応すると回答した

にもかかわらず対応しないこと。 

(2) 会社が解雇したＸ２の解雇撤回等を申入事項とした２２年３月１日付け及

び同年６月２日付けの団体交渉申入れ（以下、２度の申入れを合わせて「解

雇撤回団交申入れ」）について、会社が回答しないこと。 

２ 請求する救済内容の要旨 

(1) 団交応諾 

(2) 誓約書の掲示 
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第２ 事件の争点 

１ 職場復帰団交申入れに会社が応じないことに正当な理由はあるか。 

２ 解雇撤回団交申入れに会社が応じないことに正当な理由はあるか。 

 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 申立人の主張 

(1) 職場復帰団交申入れ（争点１） 

ア 会社は、職場復帰団交申入れについて、産業医によるＸ２の主治医から

の意見収集及び会社指定の医療機関の診断結果を踏まえて対応すると回答

しているにもかかわらず、何ら対応していない。 

イ Ｘ２は解雇前から組合に加入しており、組合が申し入れた団体交渉の

要求事項は労働条件その他待遇に関する事項であって、労働組合の正当な

団体交渉事項であり、使用者には団体交渉応諾義務がある。 

ウ Ｘ２が出向できない理由として挙げているひとつは、離婚成立後の子

どもの養育費及び厚生年金の分配についての調停が家庭裁判所で行われて

いたことであって、Ｘ２の主張に虚偽事実はなく、このことは２１年２月

及び５月の調停日に会社を休む際に上司に伝えており、内容証明郵便でも

送付している。 

エ 憲法２８条は勤労者の団結権、団体交渉権、団体行動権を保障し、団

結権には結社の自由としていかなる労働組合に団結するかの自由が保障さ

れている。組合はこの権利に基づいて団体交渉を申し入れているのであり、

会社はこれに応諾する義務がある。 

(2) 解雇撤回団交申入れ（争点２） 

ア 会社は、解雇撤回団交申入れについて、何ら回答していない。 

イ Ｘ２は解雇前から組合に加入しており、解雇などの人事・労働条件やそ

の他の待遇は団体交渉事項であり、使用者には団体交渉応諾義務がある。 

ウ Ｘ２は解雇撤回を求め、解雇予告手当及び退職金を返還する払込口座を

返答するよう会社に通知したが、会社は回答していない。 

２ 被申立人の主張 

(1) 職場復帰団交申入れ（争点１） 

   ア 労使一体となった会社存続のための努力がなされている中で、組合は団

体交渉を要求し、会社は２度にわたって対応した。 

 職場復帰団交申入れの要求事項は、いずれもＸ２が従業員の地位にある
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ことが前提となる事項ばかりであるが、有効に出向命令が出され、かつ、

有効に解雇が行われたため、Ｘ２は会社の従業員の地位になく、これまで

になされた団体交渉に加えて更なる団体交渉の請求には理由がない。 

イ 出向は、Ｘ２が当時在籍していた企業内組合との合意で決まっていた出

向規則に基づき行われていること、会社の業務量が激減したため出向の必

要性及び程度ともに極めて高い状況だったこと、会社に残す社員は複数業

務を掛け持ちできる業務遂行能力の高い者のみであり、Ｘ２は業務遂行能

力や勤務評定等の理由から出向者に選定されており合理性があること、出

向先での業務はＸ２が以前担当していた業務と同内容となるよう配慮して

おり不利益の程度は低いことから、Ｘ２に対する出向命令は当然に有効で

ある。 

ウ Ｘ２はあくまで会社での勤務に固執したが、Ｘ２はどのような業務につ

いても業務遂行能力が著しく劣っており、会社で行う業務は一切なかった

ため、やむを得ず解雇することとなった。 

会社は経費削減や人員削減等の解雇回避努力を行ったこと、かかる努力

を行ってもなお人員削減の必要性があったこと、被解雇者の選定は勤務評

定及び業務遂行能力等を基準に判断しており合理性があること、組合等を

通じて説明等を行ったこと、復職後はＸ２が出向に応じるものと考え、休

暇や休職に協力し、Ｘ２に翻意するための機会を与えてきたことなどから、

Ｘ２の解雇は整理解雇の４要素を満たしており、解雇権の濫用には当たら

ず、有効である。 

エ 団体交渉の本来の目的である労働者の地位向上とか、労働条件の交渉と

かについての権利は、企業内組合と会社との間の各種合意、協定で確保

実現されており、これらはＸ２に対しても平等に適用されている。 

オ Ｘ２にはうつ状態と自宅療養の診断書が出されているにもかかわらず、

社員から、野球や飲酒に興じているという話が入ってきたので、詐病では

ないかという疑いを持った。 

 Ｘ２が本当に病気だった場合には職場復帰支援が必要になるため、厚生

労働省の「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」

（以下「職場復帰支援の手引き」）にのっとった手続きも進めてはいたが、

診断が正しいかどうかはっきりしないと交渉もできないため、時間をもら

っていた。また、そのことを組合に連絡しなかったのは誠実に対応しても

らえないと判断したからである。 

 カ Ｘ２及び組合は、出向拒絶の理由としてＸ２の離婚調停の進行をあげて
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いたが、離婚は２１年１月８日に既に成立していた。 

さらに、Ｘ２はうつ病と称しながら自らの希望で投薬を受けず、自宅療

養を要すると言いながら野球や飲酒に興じ、診断書の就労の可否部分につ

いて相互に矛盾するものを取得していた。 

Ｘ２及び組合は、離婚調停やうつ病の件で虚偽の事実を述べて会社の人

事権の発動を回避しようとし、加えて、それら虚偽の事実を主張して団体

交渉を有利に進めようとしていた。 

   したがって、虚偽の事実に基づいて、それらの利益を得ようとしている

点は不当であり、組合の団体交渉申入れは団体交渉権の濫用である。  

 (2) 解雇撤回団交申入れ（争点２） 

 ア Ｘ２は、上記(1)ウのとおり有効に解雇されており、従業員の地位にな

いのであるから、これまでになされた団体交渉に加えて更なる団体交渉の

請求には理由がない。 

 イ 解雇の理由については、Ｘ２に書面で回答している。 

解雇の有効性については、本件救済手続きにおいても十分説明している

し、Ｘ２と会社との民事訴訟においても経営状態等の具体的な資料を証拠

として提出したうえで十分に明らかにしている。 

また、本件救済手続きの際の和解交渉は、組合が会社の譲歩案を拒否し

たため成立しなかった。 

したがって、組合が要求していた団体交渉は本件救済手続き及び民事訴

訟において実質的に実現しているし、今後別途団体交渉を重ねたところで

これ以上の資料の提出や説明をすることはなく、双方歩み寄る余地もない

ので、解雇撤回団交申入れについても理由がない。 

ウ Ｘ２はうつ状態であるとして休職していたが、同一期間内に矛盾した診

断内容及び言動があること、投薬治療がなされていないこと等から、Ｘ２

のうつ状態との主張は詐病だと判断した。誠実な対応をしてもらえないと

判断し団体交渉はしていない。 

エ 解雇に際して会社は退職金を支給し、Ｘ２はこれを受領し、会社の振込

先口座を知りながら返還しておらず、本件申立てとの関係でその態度は

一貫していない。 

オ 上記(1)カのとおり、組合の団体交渉申入れは団体交渉権の濫用である。 

 

第４ 認定した事実 

１ 当事者等 
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(1) 組合 

  組合は、昭和５７年３月８日に結成された、いわゆる合同労組であり、主

たる事務所を肩書地に置き、岡山県労働組合会議に加盟している。本件申立

時の組合員数は１３５人である。 

(2) 会社 

  会社は、２年２月６日に設立された株式会社であり、自動車用車体及び関

連製品の製造、販売、修理等を肩書地で営んでいる。 

  会社は神奈川県厚木市に所在する日本フルハーフ株式会社（以下「日本フ

ルハーフ」）の子会社であり、会社のほかに日本フルハーフの子会社として、

フルハーフ北海道株式会社、フルハーフ滋賀株式会社（以下「フルハーフ滋

賀」）及びフルハーフ九州株式会社が存在する。（以下、日本フルハーフと

その子会社をあわせて「グループ会社」） 

  本件申立時の会社の社員は９３人で、うち会社勤務者は４２人であり、出

向者は５１人であった。 

(3) 申立外労働組合 

  会社には、企業内組合である申立外フルハーフ岡山労働組合（以下「フル

ハーフ労組」）があり、本件申立時にはＸ２を除く会社の全労働者が加入し

ており、組合員数は８２人であった。 

【申立書、答弁書、乙求釈明回答書】 

２ フルハーフ滋賀への応援 

(1) Ｘ２は、３年６月１日に日本フルハーフに入社し、９年４月１日に同社広

島支店から会社に転籍した。 

  Ｘ２は、転籍後は会社のサービス課に、１９年１０月１日からは製造２課

ドア班に、２０年４月１日からは再びサービス課に配属され部品出荷業務に

従事した。 

【乙第１８号証（以下「乙１８」の例により略記）、答弁書、乙調査回答書】 

(2) ２０年１２月以来、会社は、急激な経済状況の悪化に伴う需要減を受けて

売上が大幅に落ち込んだため、役員報酬及び管理職給与の減額、助成金の申

請、派遣社員や場内請負の雇止め、経費削減、残業規制、在庫仕掛の削減、

外作部品の取入れ、外注費削減、設備投資抑制、新年度の新入社員採用の中

止等を実施したが、受注減に伴う業務量の激減で大量の余剰人員が発生した。

このため、会社は適正な人員配置を行う必要に迫られ、配置転換、応援等を

実施した。 

  応援とは、業務の繁閑に応じて６か月以内の一定期間、職制上の変更を伴
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わず、他の部署又は他のグループ会社において勤務する場合をいい、予め期

間を決めて発令される。 

【乙１８、乙調査回答書】 

(3) ２１年１月２０日、会社はＸ２を、サービス課から製造２課ドア班に配置

転換した。 

  当該配置転換は、上記(2)に記載した配置転換の一環で行われ、製造２課

ドア班にはＸ２のほかにも１人配置転換された。 

【乙１８、答弁書】 

(4) ２１年２月１６日及び同月１９日、会社とフルハーフ労組は、コンビニエ

ンスストア関連商品の搬送車を扱っており業務が多忙であったフルハーフ滋

賀への応援に関する協議を行い、応援の期間、移動日、条件等について合意

した。応援の期間は同年３月２日から５月３１日であった。 

【乙調査回答書、乙準備書面２】 

(5) ２１年２月２３日、会社はＸ２に、フルハーフ滋賀への応援を内示した。 

Ｘ２は、母親を病院へ送迎する必要があること及び離婚調停のために月

１回家庭裁判所に行く必要があることを製造２課長のＹ２に説明して、この

応援を断った。 

なお、この時点では、Ｘ２は調停が成立し同年１月８日に離婚していた

が、離婚に伴う子どもの養育費の調停が岡山家庭裁判所で始まっていた。 

【甲３４、乙１１、第１回審問P25Ｙ５証言、甲回答書、答弁書、 

乙準備書面２】 

(6) 会社は、Ｘ２の説明のうち、月１回家庭裁判所へ出頭する必要があるとの

理由を受けて、Ｘ２に対する応援の内示を取り消し、代わりに製造２課従業

員１人を応援に出した。 

【第１回審問P25、P43～44Ｙ５証言、答弁書、乙準備書面２】 

(7) ２１年３月１日、会社はＸ２を、製造２課ドア班から同課サイド班に配置

転換した。 

  当時は、Ｘ２に限らず、欠員補充のため製造２課従業員に対して課内での

職場異動を多数行っていた。 

【乙１８、甲回答書、乙準備書面２】 

 ３ グループ会社への出向 

(1) こうした中、２１年３月上旬ころ、グループ会社拠点工場再編の話が持ち

上がり、会社で製造していた主要商品を日本フルハーフに移転することとな

った。具体的には、会社の取扱車種であるウイング及びバンのうち、不況か
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ら全国的に発注量が減少したウイングの受注及び製造業務を会社から日本フ

ルハーフへ移転することになった。２０年の実績では、会社の売上の８０％

はウイングによっていた。 

  ウイング及びバンは共にトラック輸送で使用される箱型の荷台部分で、バ

ンは後方のみに荷役用のドアがあるものをいい、ウイングは天井面及び側面

が跳ね上げ式構造になっており側面荷役ができるものをいう。 

【乙１８、乙調査回答書】 

(2) 会社はフルハーフ労組に対して、２１年３月９日及び１３日の労使協議の

際に拠点工場再編の話があり会社で大量の余剰人員が出ることを伝え、同月

１７日に出向及び希望退職者を募集することを協議し、正式に社員出向規則

案及び希望退職者の募集について提案した。 

【乙５、乙１８】 

(3) フルハーフ労組は２１年３月２３日の臨時大会で、希望退職募集の際の条

件を以前日本フルハーフで行った際の条件と同程度とすることを条件に社員

出向規則案を了承し、社員出向規則は同年４月１日に施行された。 

  なお会社とフルハーフ労組は、３年を目途に出向者を会社に戻すよう努力

することを確認し、その旨を労働協約に規定した。 

【乙５の２、乙６、乙１８、答弁書、乙求釈明回答書】 

(4) 会社の社員就業規則第１０条は、「業務上必要がある場合は、社員に対し

就業場所若しくは従事する職務の変更または出向を命じることがある。」と

規定されている。 

また、社員出向規則には次の趣旨の規定がある。 

ア 出向社員とは会社の社員として在籍のまま関係会社または関係団体に転

出した者をいう。（第２条） 

イ 出向社員の基本的な身分及び主たる給与については社員と同様に扱う。

（第３条） 

ウ 出向社員は休職とする。出向休職期間は会社の勤続年数に参入する。

（第６条） 

【乙５の２、乙１９】 

(5) ２１年４月２日、会社の朝礼で、日本フルハーフ専務のＹ３は従業員に対

し、会社の業績が急激に悪化し業務が激減したこと、それに伴い人員を削減

するため従業員をグループ会社に出向又は応援させる必要があること、希望

退職を募る予定であること等を説明した。 

【乙１７、乙１８】 



- 9 - 

(6) ２１年４月９日、会社は、フルハーフ労組から希望退職募集の際の条件等

についての要望書を受け取った。 

【乙７、乙１８】 

(7) 会社とフルハーフ労組は、２１年４月１４日及び１５日に労使協議を重ね、

同日、希望退職募集に関する協定書を締結した。 

【乙８、乙１８】 

(8) ２１年４月２１日、Ｘ２は会社に、次の事項により以前会社が出向しなく

ていいと認めたので出向しないと記載した通知を内容証明郵便で送付した。 

 なお、この時点で会社はＸ２に対して退職や出向の打診はしていなかった。 

ア 母親について 

(ｱ) 母親が狭心症で時に発作が起きるため、岡山医大に通院する時に付添

わなければならないこと。 

(ｲ) 母親は胆石でも通院していること。 

(ｳ) 次の理由で母親の介護を担うのはＸ２しかいないこと。 

ａ 妻と２０年１１月から調停中で月１回家庭裁判所に出向いている。 

ｂ Ｘ２の子供は、夜勤があったり就学中で、母親の世話ができない。 

ｃ Ｘ２の弟は、心臓病で障害者１級であり、不可能な状態である。 

イ 調停については、現段階では目途がたっておらず、いつまでかかるかわ

からないこと。 

 【甲３２、答弁書】 

４ Ｘ２の組合加入及び団体交渉 

(1) ２１年４月２７日、Ｘ２は、会社の出向、希望退職の募集に反対してフル

ハーフ労組を脱退し、同日組合に加入した。 

  また、同日、組合は会社に、Ｘ２が組合に加入したことを通告し、次の事

項を要求し同月３０日を開催日とする団体交渉を申し入れた。 

ア 希望退職の個人面接は本人が指名する同席者とともに行うこと。 

イ 面接内容を録音し要旨を文書で確認すること。 

ウ 上記ア及びイについて合意に至らない場合は、５月１日に予定している

Ｘ２の個人面接を延期すること。 

エ Ｘ２は希望退職に応じない。退職を強要しないこと。 

オ Ｘ２は出向にも応じられないことを内容証明郵便で通知している。出向

を強要しないこと。 

カ 会社の経営状況について具体的な資料を示して説明すること。 

【甲１、甲２、甲３、申立書】 
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(2) ２１年４月２８日、会社は、一般職従業員に対する希望退職募集の説明会

を行い、同日から同年５月１３日までの予定で一般職従業員全員を対象とし

た個人面接を開始した。 

  同面接では、退職金の金額及び加算割合等の説明をするとともに、健康状

態や家庭環境等から出向を命じられた場合に応じられるか否か等を聴取した。 

【乙１８】 

(3) ２１年４月３０日、組合側は組合書記長のＸ３（以下「Ｘ３書記長」）及

びＸ２が出席し、会社側は工場長のＹ４（以下「Ｙ４工場長」）及び総務課

長のＹ５（以下「Ｙ５課長」）が出席して１回目の団体交渉を行った。 

  組合は、Ｘ２は出向もしないし辞めないから個人面接は必要ない、個人面

接は受けないと申入れ、会社は面接を強制できないとして組合の申入れを了

承した。また会社は、出向については、まだ決定していないと回答した。 

【甲４、乙１８、第１回審問P29～30Ｙ５証言、申立書】 

(4) ２１年５月８日、会社は希望退職募集を開始し、同月２２日の募集終了ま

でに７７人が応募し、同月３１日付けで７１人が退職した。 

【乙１８】 

(5) ２１年５月２６日、Ｘ２は、岡山県に所在する備前市立吉永病院医師のＡ

から、うつ状態であり今後約４週間の自宅療養を要すると診断された。 

【甲６】 

(6) ２１年６月３日、組合側はＸ３書記長及びＸ２が出席し、会社側は会社代

理人弁護士のＹ６、Ｙ４工場長及びＹ５課長が出席して、２回目の団体交渉

を行った。 

  会社は、１７２人の従業員中７１人が希望退職を表明していること、５０

数人の出向を計画しており、同月５日に出向先の下見に行き１５日には出向

先に配置すること、出向者の選定基準を伝えた上で、Ｘ２の日本フルハーフ

への出向を内示すると提示した。また、会社は、出向先の労働条件は会社と

同じであると説明した。 

  なお、Ｘ２に対する希望退職募集や出向についての条件は、フルハーフ労

組と合意した条件と同じであった。 

これに対し組合は、上記３(8)で通知した状態が続いており出向に応じら

れないと答えた。 

【甲５、乙２１、第１回審問P37Ｙ５証言、申立書、甲回答書】 

５ Ｘ２の休職 

(1) ２１年６月４日、Ｘ２と組合は、出向に応じることができないとの意向表
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明及び自宅療養のため同日から同月２２日までの有給休暇の申請を記載した

書面を会社に送付した。Ｘ２は申請どおり休暇を取得した。 

【甲７、申立書】 

(2) ２１年６月４日、Ｙ４工場長がＸ２の自宅に電話し、出向者が入居する社

宅見学会が翌日にあること、岡山駅８時１４分発ののぞみで行くこと及び岡

山駅に集合であることをＸ２に伝えた。 

  同月５日、上記見学会が実施されたが、Ｘ２は不参加であった。 

【乙１４、乙１６、答弁書、乙調査回答書】 

(3) ２１年６月１５日、会社は、Ｘ２ら社員５３人に対しグループ会社への出

向を命じた。Ｘ２に対する発令は、「日本フルハーフ（株）出向を命ずる」

との内容であったが、Ｘ２が有給休暇を取得し自宅療養中であったため書面

で通知された。 

なお、この出向命令の結果、会社に残った社員は４３人となった。 

【甲８、乙１８、答弁書】 

(4) ２１年６月２０日、Ｘ２は、岡山県岡山市中区に所在するけやき通りメン

タルクリニック医師のＢ（以下「Ｂ医師」）に、うつ状態であり同月２３日

から同年７月３１日まで自宅療養を要すると診断された。 

同月２３日、Ｘ２と組合は、上記３(8)で通知した状態が続いており出向

に応じることができないとの意向表明及び自宅療養のため同日から７月３１

日までの有給休暇の申請を記載した書面に、上記診断書を添付し、会社に送

付した。Ｘ２は申請どおり休暇を取得した。 

【甲９、甲１０、申立書】 

  (5) ２１年６月頃、会社は社員から、Ｘ２と一緒に野球をしたという話を聞い

た。 

【第１回審問P33、P71～72Ｙ５証言】 

(6) ２１年７月２４日、Ｘ２は、Ｂ医師に、うつ状態であり同年８月１日から

同月３１日まで自宅療養を要すると診断された。 

同日、Ｘ２と組合は、上記３(8)で通知した状態が続いており出向に応じ

ることができないとの意向表明及び自宅療養のため同年８月１日から同月３

１日までの有給休暇の申請を記載した書面に、上記診断書を添付し、会社に

送付した。Ｘ２は引き続き休暇を取得した。 

【甲１１、甲１２、申立書】 

(7) ２１年７月２８日、会社はＸ２に、有給休暇が同年８月２０日ですべて消

化となること、社員就業規則第１１条第１項第２号に該当するので以後休職
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とすること、休職の発令日は同月２１日とすること及び病気療養中のため書

面で通知することを記載した書面を送付した。 

  なお、社員就業規則第１１条第１項は休職とする事由が規定されており、

同項第２号には、「精神または身体の障害により勤務に耐えられないと認め

られたとき。」と規定されている。 

【甲１３、乙１９、乙求釈明回答書】 

(8) ２１年８月１４日、Ｘ２は、Ｂ医師に、うつ状態であり同年９月１日から

同月３０日まで自宅療養を要すると診断された。 

同年８月２０日、Ｘ２と組合は、休職中の傷病手当支給手続きを求めるこ

と、自宅療養のため引き続き休職を申請することなどを記載した書面に、上

記診断書を添付し、会社に送付した。Ｘ２は引き続き休職した。 

【甲１４、甲１５、申立書】 

６ 職場復帰団交申入れ 

(1) ２１年９月１８日、組合は会社に、Ｘ２が今後治癒し職場復帰する際には

職場復帰支援プランを組合と協議の上制定し職場復帰を実施すること、また、

職場復帰のフォローアップを行うことなどを要求し、同月２５日、２８日又

は２９日を開催日とする団体交渉を書面で申し入れた。 

  なお、職場復帰支援プランとは、厚生労働省が、心の健康問題により休業

し、医学的に業務に復帰するのに問題がない程度に回復した労働者の実際の

職場復帰に当たり、事業者が行う職場復帰支援の内容を総合的に示した職場

復帰支援の手引きの中で、職場復帰をする労働者ごとに、職場復帰日、管理

監督者による業務上の配慮、人事労務管理上の対応、産業医等による医学的

見地からみた意見、フォローアップ等の内容を定めるものである。 

【甲１６、甲３６】 

(2) ２１年９月２４日、会社は組合に、同月は半期末決算のため日程調整がつ

かないので、会社が１０月以降に代理人Ｙ７法律事務所と日程調整の上、組

合に連絡すると書面で回答した。 

【甲１７】 

(3) ２１年９月２４日、Ｘ２は、Ｂ医師に、うつ状態は改善し同年１０月１日

より復帰可能と診断された。当該診断書には、復帰に当たっては復職支援の

配慮を願うこと及びＸ２が元職場（サービス課部品出荷）への復帰を希望し

ていることが付記されていた。 

【甲１８】 

(4) ２１年９月２５日、組合は会社に、上記(3)の診断書及びＸ２が職場復帰
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の意向を表明した同日付けの書面を添付し、次の事項を要求し同年１０月１

日、２日、６日、７日、８日又は９日を開催日とする団体交渉を書面で申し

入れた。 

ア Ｘ２の職場復帰について、職場復帰支援プランを組合と協議の上制定し

実施すること及び職場復帰のフォローアップを行うこと。 

イ この職場復帰について出向先では困難であるため、Ｘ２の出向命令を撤

回し、会社のサービス課部品出荷に復帰させること。 

ウ 会社責任による職場復帰の遅延によりＸ２の賃金に損失が発生した場合、

その補償をすること。 

エ 会社の安全衛生委員会のこの２年間の開催状況及び議事録を提示するこ

と。 

オ 厚生労働省が定めた「労働者の心の健康の保持増進のための指針」に基

づく「心の健康づくり計画」（以下「心の健康づくり計画」）の策定と実

施をはじめ、関係法令、指針などに定められた安全衛生の施策を直ちに実

施すること。 

カ 団体交渉において、正確な議事録を作成するために双方録音すること。 

【甲１９、甲２０、申立書】 

(5) ２１年１０月６日、会社は組合に、会社代理人弁護士のＹ７（以下「Ｙ７

弁護士」）及びＹ８（以下「Ｙ８弁護士」）名義の書面で、次のとおり回答

した。 

ア 職場復帰支援の手引きにのっとり、会社選任産業医がＸ２の主治医から

の意見収集を行うため、職場復帰支援に関する情報提供依頼書の本人記入

欄にＸ２が署名押印した上で返送するよう依頼すること。 

イ 上記アの結果によっては、会社指定の医療機関でＸ２に診断を受けても

らうこと。 

ウ 組合の団体交渉申入れについては、上記ア及びイの結果を踏まえて対応

すること。 

【甲２１】  

(6) ２１年１０月８日、Ｘ２は、職場復帰支援に関する情報提供依頼書の所定

欄に署名押印し、会社に送付した。 

  同月１８日、Ｘ２の主治医から紹介状（診療情報提供書）が会社に提供さ

れた。 

【甲２２、申立書】 

(7) ２１年１１月２５日、組合は会社に、次の事項を要求し同年１２月７日か
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ら１０日までのうちの１日を開催日とする団体交渉を書面で申し入れた。 

ア Ｘ２の職場復帰について、職場復帰支援プランを組合と協議の上制定し

実施すること及び職場復帰のフォローアップを行うこと。 

イ この職場復帰について出向先では困難であるため、Ｘ２の出向命令を撤

回し、会社のサービス課部品出荷に復帰させること。 

ウ 会社責任による職場復帰の遅延によりＸ２の賃金に損失が発生した場合、

その補償をすること及び２１年１０月１日以降の遅延についての補償をす

ること。 

エ 会社の安全衛生委員会のこの２年間の開催状況及び議事録を提示するこ

と。 

オ 心の健康づくり計画の策定と実施をはじめ、関係法令、指針などに定め

られた安全衛生の施策を直ちに実施すること。 

カ 団体交渉において、正確な議事録を作成するために双方録音すること。 

【甲２３】 

(8) ２１年１１月２６日、会社はＸ２に対して、産業医による職場復帰可否に

ついての判断のため、備前市立吉永病院で産業医のＣ及び精神科医師のＡの

診断を同年１２月１日に受けるよう書面で通知した。Ｘ２はこの通知に従い、

同日、産業医等による診断を受けた。 

産業医のＣが同日付けで会社に提出した職場復帰に関する意見書には、Ｘ

２の状態について、うつ状態にてけやき通りメンタルクリニックに通院中で

あり、休業により不安、孤立感はあるが復職は可能であることなどが記載さ

れている。 

【甲２４、甲４５、申立書】 

(9) ２１年１２月１日、会社は組合に、Ｙ７弁護士及びＹ８弁護士名義の書面

で次のとおり回答した。 

ア 現在、上記(5)ア及びイの手続きの中途過程にあり、団体交渉申入れに

ついては、これらの結果を踏まえた上で対応すること。 

イ このような状況であることから、会社責任による職場復帰の遅延や賃金

の損失などは生じておらず補償の必要はないこと。 

ウ 職場復帰支援プランの制定については、仮にこれを作成するとしても組

合と協議する必要はないこと。 

【甲２５】 

(10) ２２年１月、会社は、Ｘ２の健康保険傷病手当金請求書を受け取った。

この請求書には２１年８月２１日から同年１１月２０日まで労務不能であっ
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たと記載されており、同年１０月１日から復帰可能とする上記(3)の診断書

と内容が食い違うものであったが、会社は証明を行っているＢ医師に事実確

認は行わなかった。 

  なお、上記請求書に関して、健康保険組合の担当者がＢ医師へ電話確認し

たが明確な答えが得られなかったということを、会社は健康保険組合の担当

者から聞いた。 

また、Ｘ２は、２１年１１月２１日から２２年２月２８日まで労務不能で

あったとして健康保険傷病手当金を請求しており、その請求書によると、２

１年４月２１日からの診療期間中に投薬はなされていない。 

なお、同年６月２０日以降のＸ２の診断は、すべてＢ医師が行っている。 

【乙１８、乙２２、乙２３、第１回審問P35、P77～78Ｙ５証言】 

７ 解雇撤回団交申入れ 

(1) ２２年２月２５日、会社はＸ２に解雇通知書を送付した。 

  同書面には、Ｘ２を同月２８日付けで解雇すること、解雇予告手当３３万

７２０円及び退職金１４３万８６００円を同年３月２５日に給与振込口座へ

振り込むこと並びに貸与している健康保険証の即時返却を依頼することが記

載されていた。 

【甲２６】 

(2) ２２年３月１日、組合は会社に、次の事項を要求し同月８日から１１日ま

でのうちの１日を開催日とする団体交渉を書面で申し入れた。 

ア 団体交渉申入れへの回答もなく、いきなり通告したＸ２の解雇は不当で

あり、撤回すること。 

イ 会社が進めてきた産業医によるＸ２の主治医からの意見収集の結果及び

産業医のＸ２への面談の結果を文書で示すこと。 

ウ 解雇理由を明記したＸ２の退職証明書を遅滞なく送付すること。 

エ 安全衛生委員会議事録の保管義務がある過去３年間の記録を送付するこ

と。 

オ 心の健康づくり計画及びその実施体制の整備、具体的な実施方策、個人

情報の保護に関する規定等について、会社が定めているものを送付するこ

と。 

カ 正確な議事録を作成するため、団体交渉を双方録音すること。 

【甲２７】 

(3) ２２年３月１日、Ｘ２は会社に、解雇理由を明記した退職証明書の送付を

書面で請求した。 
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【甲２８】 

(4) ２２年３月５日、８日、９日、１０日及び１１日、Ｘ３書記長は、上記

(2)の申入れに対する団体交渉がいつになるかを聞くため会社に電話連絡し

たが、担当者のＹ５課長が不在等であったので、対応した会社の従業員にＹ

５課長から連絡するよう伝言したが、会社から返答はなかった。 

【申立書、甲回答書】 

(5) ２２年３月８日、会社はＸ２に、退職証明書及び解雇理由証明書を送付し

た。退職証明書の退職の事由は予告解雇（整理解雇）とされており、また、

解雇理由証明書には、まず、会社の業務量が激減し余剰人員が発生したが社

員の雇用を継続するためグループ会社４社に出向させたこと及び優遇措置を

条件に希望退職者を募集したことを記載した上で、Ｘ２が、希望退職に応募

しなかったこと、上記２(5)のとおりフルハーフ滋賀への応援に応じなかっ

たこと、上記３(8)のとおり書面で出向を拒絶したこと及び上記５(2)のとお

り見学会に不参加であったことが記載され、会社には前述の理由からＸ２が

従事する業務が存在しないため解雇を通知したと記載されている。 

【乙１５、乙１６】 

(6) ２２年３月２５日、Ｘ２は会社に、次の事項を記載した通知を内容証明郵

便で送付した。 

ア 同年２月２６日に解雇通知書を受け取ったこと。この解雇は不当であり

無効であると考えており、撤回を求めること。 

イ ２１年１０月１８日付けで提出した診断書のとおり就労可能であり職場

復帰を求めたこと。会社はそれに応じ、職場復帰支援プランを実施してい

たこと。 

ウ 解雇を認めるものではなく、解雇予告手当及び退職金は返還するので払

込口座を２２年４月３日までに文書で返答すること。 

なお、本件結審に至るまでの間、会社から払込口座の回答はなかった。 

【甲３３、第１回審問P9Ｘ３証言】 

(7) ２２年６月２日、組合は会社に、次の事項を要求し同月９日、１０日、１

４日又は１６日を開催日とする団体交渉を書面で申し入れた。 

ア 団体交渉申入れへの回答もなく、いきなり通告したＸ２の解雇は不当で

あり、撤回すること。 

イ 会社が進めてきた産業医によるＸ２の主治医からの意見収集の結果及び

産業医のＸ２への面談の結果を文書で示すこと。 

ウ Ｘ２の解雇理由について、経営資料を提示して充分な説明をすること。 
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エ 安全衛生委員会議事録の保管義務がある過去３年間の記録を送付するこ

と。 

オ 心の健康づくり計画及びその実施体制の整備、具体的な実施方策、個人

情報の保護に関する規定等について、会社が定めているものを送付するこ

と。 

カ 正確な議事録を作成するため、団体交渉を双方録音すること。 

キ 退職金を請求するものではないが、Ｘ２の退職金算定の勤続年数を訂正

すること。 

【甲３０】 

(8) 会社は、上記(7)キの組合の指摘を認め、２２年６月８日に退職金差額の

１３３万３７００円をＸ２の給与振込口座に振り込んだ。 

【答弁書、乙調査回答書、乙求釈明回答書】 

(9) ２２年６月８日、１５日、１６日の午前と午後、１７日及び２１日、Ｘ３

書記長は、上記(7)の申入れに対する団体交渉がいつになるかを聞くため会

社に電話連絡し、担当者のＹ５課長が不在等であったので、対応した会社の

従業員にＹ５課長から連絡するように伝言した。Ｘ３書記長からの電話の件

は、当日か翌日にはＹ５課長に伝えられたが、本件申立てに至るまでの間、

会社から組合に連絡はなかった。 

【甲３１、申立書、甲回答書、乙求釈明回答書】 

 ８ その後の事情 

２２年６月２３日の本件申立て後の同年７月３０日、Ｘ２は、会社を被告と

して、地位確認・賃金請求訴訟（岡山地裁平成２２年（ワ）第１２２９号）を

提起しており、本件結審時において係属中である。 

 一方、同年８月２５日から２３年１月２４日まで、当委員会において、和解

協議が行われたが、組合と会社との意向に隔たりが大きかったことから合意に

は至らなかった。 

【乙２０、第２回審問、当委員会に顕著な事実】 

 
第５ 判断 

１ 団体交渉の意義 

本件の争点１及び２は、いずれも労働組合法が規定する団体交渉に関する

ものであるので、まず団体交渉の意義について検討する。 

(1) 労働組合法が助成しようとする「団体交渉」とは、労働者の自主的な団

結体である労働組合が、代表者を通じ、使用者又はその団体との間において、
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組合員たる労働者の労働条件その他の待遇、又は当該組合と使用者との集団

的労使関係上のルールについて行う交渉を意味する。 

(2) 同法は第７条第２号において、「使用者が雇用する労働者の代表者と団体

交渉することを正当な理由がなくて拒むこと」を使用者の不当労働行為の一

つとして禁止しているが、使用者が団体交渉を行うことを義務づけられる事

項（以下「義務的団体交渉事項」）とは、団体交渉を申し入れた労働組合の

構成員である労働者の労働条件その他の待遇や当該団体との集団的労使関係

の運営に関する事項であって、使用者の処分可能な事項と解するのが相当で

ある。 

(3) また、使用者が団体交渉を義務づけられる相手方は、原則として「現に使

用者と雇用関係にある労働者」の代表者（労働組合）をいうものであり、こ

のように解するのが労働組合法第７条第２号の「使用者が雇用する労働者」

という文言からも適切であるといえる。 

しかしながら、同規定が基礎として必要としている雇用関係には、現にそ

の関係が存続している場合だけではなく、解雇された労働者の解雇の是非

（効力）などの問題が雇用関係の終了に際して提起された場合も含まれると

解される。なぜなら、労働者が解雇の是非を争っている場合には、雇用関係

は確定的に終了していないと見ることができ、現に雇用する労働者に関する

交渉と同様に団体交渉としての助成が要請されるからである。 

(4) さらに、使用者の団体交渉義務の基本的な内容として、使用者には労働組

合と誠実な交渉に当たる義務（以下「誠実交渉義務」）があると解すべきで

ある。すなわち、使用者は単に労働組合の要求や主張を聞くだけでなく、そ

れらの要求や主張に対しその具体性や追及の程度に応じた回答や主張をなし、

必要があればそれらにつき論拠を示したり必要な資料を提示して理由を十分

に説明し、かつ、相手方の説得に努めることが必要であり、そのような誠実

な対応を通じて合意達成の可能性を模索する義務があるというべきである。 

しかし他方、使用者には労働組合の要求や主張を容れたり、それに対し

譲歩する義務まではなく、十分な討議ののち双方の主張が対立し、意見の一

致を見ないまま交渉打切りとなることは誠実交渉義務の違反ではない。 

また、「雇用する労働者」が加入する労働組合が複数存在する場合、各

労働組合は、その組織人員の多少にかかわらず、それぞれ独自に使用者との

間で団体交渉を行う権利を保障されているのであるから、使用者にはいずれ

の労働組合に対しても平等かつ誠実に交渉を行う義務がある。 

２ 職場復帰団交申入れ（争点１） 
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(1) まず、職場復帰団交申入れの申入事項が義務的団体交渉事項に当たるか否

かを検討する。 

 前記第４の６(4)及び(7)で認定のとおり、職場復帰団交申入れの申入事項

は、Ｘ２の職場復帰について職場復帰支援プランの実施及び職場復帰のフォ

ローアップを行うこと、出向命令の撤回と希望する職場での復帰及び職場復

帰遅延の損失補償を求めるもの、会社の安全衛生委員会の開催状況等の提示

及び安全衛生施策の実行を求めるもの並びに団体交渉議事録の作成に関する

ものであり、組合員の労働条件その他の待遇や集団的労使関係の運営に関す

る事項であって、また、使用者の処分可能な事項と考えられるから、これら

は義務的団体交渉事項に当たる。 

(2) 会社は、有効に出向命令が出され、かつ、有効に解雇が行われたため、Ｘ

２は会社の従業員の地位になく、これまでになされた団体交渉に加えて更な

る団体交渉の請求には理由がないとし、出向命令及び解雇の有効性等を主張

するので、以下検討する。 

 ア まず、出向についてみると、職場復帰団交申入れ時点でＸ２が出向命令

を出された者であることに争いはないが、前記第４の３(4)で認定のとお

り、社員出向規則には、出向社員とは会社の社員として在籍したまま転出

した者であること、基本的な身分は社員と同様に扱うこと、また、出向期

間は休職とされるが会社の勤続年数に算入されることが規定されており、

出向社員が会社と雇用契約関係にある労働者であることは明らかであって、

仮にＸ２に有効に出向命令が出されていたとしても団体交渉を行わない正

当な理由とは認められない。 

イ 次に、会社は、有効に解雇したＸ２は従業員の地位にないとして職場復

帰団交申入れを拒否しているが、同申入れは、会社がＸ２の解雇を通知し

た２２年２月２５日より以前に行われている。団体交渉申入れに応じない

正当な理由の有無は、申入れがなされた当時の理由について判断されるべ

きであって、職場復帰団交申入れの後に行われた解雇をもって当該申入れ

に理由がないとする会社の主張は失当である。 

ウ 次に、会社と組合との間で開催された団体交渉についてみると、開催日

は２１年４月３０日及び同年６月３日、交渉事項はＸ２の希望退職や出向

に関すること等であった。 

２回の団体交渉は職場復帰団交申入れより以前に行われており、この交

渉において職場復帰団交申入れに関する交渉が行われるはずはなく、また、

このほかに団体交渉が行われたとの疎明はないから、職場復帰団交申入れ
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に関する団体交渉は全く行われていないと認められる。 

エ 以上のとおりであるので、団体交渉の請求に理由がないとする会社の主

張は当たらない。 

(3) 次に、会社は、労働者の地位向上や労働条件の交渉の権利は、フルハーフ

労組と会社との間の各種合意、協定で確保実現されており、これらはＸ２に

対しても平等に適用されていると主張しており、このような理由から改めて

組合と交渉する必要はないとの主張であると思料される。 

  しかし、上記１(4)で述べたとおり、会社には組合に対する誠実交渉義務

があるのであるから、他労組であるフルハーフ労組との各種合意、協定と同

じ条件がＸ２に適用されていることをもって団体交渉に応じない正当な理由

とすることはできない。 

(4) また、前記第４の６(5)及び(9)で認定のとおり、組合の職場復帰団交申入

れに対し会社は、Ｘ２の主治医からの意見収集の結果及び会社指定の医療機

関での診断結果を踏まえて団体交渉に対応すると回答した。これに対しＸ２

が会社の指示に従い、主治医からの情報提供に同意し、会社が指定する産業

医等の診断を受けたにもかかわらず、会社は職場復帰団交申入れに何ら対応

しないまま、Ｘ２に解雇通知書を送付した。このような会社の態度は、団体

交渉を拒否する不誠実な態度である。 

なお、職場復帰団交申入れからＸ２の解雇に至るまでの期間、団体交渉

が行われていないことについて、会社は、Ｘ２が野球や飲酒に興じていると

社員から聞き、うつ状態というＸ２に対する診断に疑問が生じたため、その

真偽を確認する時間をもらっていた、そのことを組合に知らせなかったのは

誠実に対応してもらえないと思ったからであると主張する。 

しかしながら、会社が、Ｘ２に対する診断についてそのような疑問をもっ

たことを団体交渉に応じない正当な理由とすることはできない。 

(5) 次に、会社は、Ｘ２及び組合は虚偽事実を団体交渉へ利用し有利に進めよ

うとしていたのであるから、団体交渉申入れは団体交渉権の濫用として許さ

れないとも主張する。 

しかしながら、上記(1)で判断したとおり、職場復帰団交申入れは義務的

団体交渉事項に関する団体交渉の申入れであり、申入れ自体が虚偽事実に基

づく不当な利益を実現しようとするものか否かを判断するまでもなく、会社

には当該申入れに誠実に応じる義務があるから、会社の主張は当たらない。 

(6) 以上の検討結果から、組合の職場復帰団交申入れに対して会社は正当な理

由なく団体交渉を拒否していると認められるから、会社の行為は労働組合法
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第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

３ 解雇撤回団交申入れ（争点２） 

(1) まず、解雇撤回団交申入れの申入事項が義務的団体交渉事項に当たるか否

かを検討する。 

 前記第４の７(2)及び(7)で認定のとおり、解雇撤回団交申入れの申入事項

は、Ｘ２の解雇の撤回、主治医からの意見収集結果と産業医の面談結果の提

示、退職理由を記した退職証明書の送付、解雇についての経営資料を提示し

た説明及び退職金算定にかかる勤続年数の訂正を求めるもの、会社の安全衛

生委員会議事録の送付並びに心の健康づくり計画の実施体制整備及び個人情

報保護に関する規定等の送付を求めるもの、団体交渉議事録の作成に関する

ものであり、組合員の労働条件その他の待遇や集団的労使関係の運営に関す

る事項であって、また、使用者の処分可能な事項であると考えられるから、

これらは義務的団体交渉事項に当たる。 

(2) 会社は、Ｘ２は有効に解雇されており、従業員の地位にないのであるから、

これまでになされた団体交渉に加えて更なる団体交渉の請求には理由がない

と主張するので、以下検討する。 

ア 前記第４の７(1)、(2)、(6)及び(7)で認定のとおり、会社はＸ２に解雇

通知書を送付しているが、組合は解雇撤回を求めて団体交渉を申し入れ、

Ｘ２個人も解雇撤回を求める旨会社に対し表明していることから、Ｘ２の

解雇について争いがあったことが認められる。使用者が団体交渉を義務づ

けられる相手方には解雇の是非を争っている労働者が含まれることは、上

記１(3)で述べたとおりであり、Ｘ２はこれに該当する。 

 また、会社は解雇の有効性を主張するが、解雇が有効かどうかは本件不

当労働行為の成否と直接関係するものではない。 

イ 次に、組合と会社との間で行った２度の団体交渉は、会社がＸ２の解雇

を通知した２２年２月２５日よりも以前に行われているのであるから、こ

の交渉において解雇撤回団交申入れに関する交渉が行われるはずはなく、

このほかに団体交渉が行われたとの疎明はないから、解雇撤回団交申入れ

に関する団体交渉は全く行われていないと認められる。 

ウ 以上のとおりであるので、団体交渉の請求に理由がないとする会社の主

張は当たらない。 

(3) 次に、会社は、解雇の理由をＸ２に書面で回答していること、本件救済手

続き及び民事訴訟の場で解雇の有効性について説明していること、組合が会

社の譲歩案を拒否したため和解が成立しなかったことをもって、別途団体交
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渉を開催しても説明する事項はなく、交渉が進展する余地もないから、解雇

撤回団交申入れについて理由がないと主張する。 

  しかしながら、書面によって解雇理由を回答したり、いわゆる司法機関な

いし準司法機関における法的紛争の場で解雇の有効性について一定の説明を

したからといって、本来的な集団的労使関係の自主的な解決の場であるべき

団体交渉の場において説明したことになるものではなく、また、団体交渉が

互いに誠意をもって行われるならば、その結果、従来の所信を改めることも

ありうるのであるから、上記主張を解雇撤回団交申入れを拒否する正当な理

由とすることはできない。 

(4) また、前記第４の７(4)及び(9)で認定のとおり、解雇撤回団交申入れ後、

Ｘ３書記長が団体交渉の開催日を確認するために再々にわたり会社に電話連

絡したものの、会社から組合に何ら連絡はなかった。このような会社の態度

は、団体交渉を拒否する不誠実な態度である。 

なお、会社は、Ｘ２のうつ状態を詐病だと判断しており、誠実な対応をし

てもらえると思えなかったので団体交渉に応じなかったとも主張するが、解

雇撤回団交申入れを拒否する正当な理由とは認められない。 

(5) このほかに、会社は、Ｘ２が退職金を返還していないことをもって本件申

立てと態度が一貫していないと主張するが、前記第４の７(6)及び(7)で認定

のとおり、Ｘ２が退職金を返還するので払込口座を返答するよう通知したの

に対し、会社はこれに応じていないこと、退職金算定の勤続年数の訂正も、

退職金を請求するものではないと明記していることからすれば、会社の主張

は採用できない。   

(6) なお、上記(1)で判断したとおり、解雇撤回団交申入れが義務的団体交渉

事項に関するものである以上、団体交渉権の濫用であるという会社の主張が

当たらないことは、上記２(5)で判断したとおりである。 

(7) 以上の検討結果から、組合の解雇撤回団交申入れに対して会社は正当な理

由なく団体交渉を拒否していると認められるから、会社の行為は労働組合法

第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

 

第６ 救済方法及び法律上の根拠 

  前記第５の判断のとおり、会社が組合の職場復帰団交申入れ及び解雇撤回団

交申入れに応じないことは、労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為

である。 

  現在、Ｘ２は会社から解雇され、会社とＸ２が解雇の有効性について争って
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いる状態であるので、Ｘ２の職場復帰に係る団体交渉については、会社が解雇

を撤回して初めて意味のある（救済の必要性が生じる）ものとなるのであるか

ら、解雇撤回に係る団体交渉が先行すべきものと考えられる。 

しかし、解雇撤回について交渉するにあたっても、職場復帰の条件が交渉内

容として含まれてくることも考えられるので、救済方法としては、主文１のと

おり命じるのが相当であると判断する。 

  また、申立人は文書掲示を求めているが、主文２のとおり命じるのが相当で

あると判断する。 

  よって、当委員会は、労働組合法第２７条の１２及び労働委員会規則第４３

条の規定により主文のとおり命令する。 

 

   平成２３年８月８日 

 

岡山県労働委員会 

 会 長  上 村 明 廣 

 

 


